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次期岩手県水産基盤整備方針（素案）の概要版

◇ 東日本大震災津波からの漁港の復旧は概ね完了。
◇ 現行の岩手県水産基盤整備方針は、平成30年度が
終期。
◇ 平成29年度(2017年度)を初年度とする国の漁港漁
場整備長期計画（５ヶ年）が策定。
◇ 国における「水産政策の改革」の内容について
平成30年(2018年)６月に公表。

⇒ 社会経済情勢の変化等を踏まえつつ、次期総合計
画に掲げる水産施策を着実に実行するため、水産基
盤整備の具体的な方向性を示すもの。

策定趣旨 位置付け（上位計画等との関連等）
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H18-22 H24 H25 H26 H27 H28 H29

＜漁業就業者の推移(漁業センサスS63～H25)＞

＜県管理31漁港における漁港施設の老朽化進行状況(H29末)＞

【課題】漁業者の減少・高齢化が進行

⇒ 漁業作業の省力化・効率化が必要

【課題】漁港施設の一部で老朽化が進行

⇒ 漁港機能の維持・保全が必要

＜東日本大震災津波の被災状況（田老漁港）＞

＜漁港施設の被害状況(H18～H29)＞

産地魚市場

防波堤（全て倒壊）

【課題】漁港施設の多くが壊滅的な被害

⇒ 想定される地震・津波への備えが必要

【課題】台風の大型化等による被害が増大

⇒ 頻発する高波への備えが必要

＜漁港施設の多目的利用ニーズ＞

【課題】蓄養・増殖場や観光利用のニーズが増大

⇒ 漁港施設の多目的利用が必要
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＜汚水処理人口普及率の推移(H26～H37(2025)＞

【課題】漁村における生活環境水準が低位

⇒ 漁村生活環境の確保・維持が必要
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1.6倍

県民みんなで目指す将来像の実現に向けて
取り組む政策の基本方向

重点的・優先的に取り組むべき
政策や具体的推進方策

水産基盤整備の
重点取組事項より具体化

整合性

収益力の高い「食料・木材供給基地」に向けて、
⇒高収益を実現する生産基盤の整備に取り組みます

一人ひとりに合った暮らし方ができる漁村に向けて、
⇒災害に強い漁村づくりに取り組みます

一人ひとりに合った暮らし方ができる漁村に向けて、
⇒魅力あふれる漁村づくりに取り組みます

次期総合計画（長期ビジョン等）における基本方向（水産基盤整備に関連するもの）

現状・課題

１

⇒ｐ２
重点取組事項①,②

⇒ｐ２
重点取組事項③

⇒ｐ２
重点取組事項④

⇒ｐ２
重点取組事項④,⑤

⇒ｐ２
重点取組事項⑥

⇒ｐ２
重点取組事項⑦

８施設
８施設

28施設

13施設



次期岩手県水産基盤整備方針（素案）の概要版

水産物の安定供給を支える基盤整備
～働きやすい漁業地域づくり～

安全で安心な漁業活動を支える基盤整備
～災害に強い漁業地域づくり～

豊かで住みよい暮らしを支える基盤整備
～魅力あふれる漁業地域づくり～

次期総合計画（長期ビジョン等）における基本方向（水産基盤整備に関連するもの）

重点取組事項③

漁港機能の維持・保全を図るため、機能保全計画
に基づく保全工事や定期的な点検等による漁港施
設の長寿命化に取り組みます

重点取組事項②

漁場生産力の向上を図るため、アワビ・ウニの餌
料を十分に確保するとともに、漁港に近接した漁
場整備や既存漁場の改良などに取り組みます

重点取組事項①

漁業生産の効率化・就労環境の改善を図るため、

浮桟橋や船揚場への滑り材の設置、防風施設等の
整備に取り組みます

重点取組事項④

漁港の防災・減災機能の強化を図るため、高波・
地震・津波に備えた防波堤等の嵩上げや拡幅、消
波ブロックの設置などに取り組みます

重点取組事項⑤

漁業地域の更なる防災力向上を図るため、津波避
難誘導施設等の整備に加え、漁船避難ルールづく
りや事業継続計画の策定などに取り組みます

重点取組事項⑥

漁港施設の多目的利用を図るため、蓄養・増養殖
場や漁業体験等としての利用など、既存ストック
の有効活用に取り組みます

重点取組事項⑦

快適な生活環境の確保・維持を図るため、漁業集
落排水施設等の整備や老朽化に備えた機能保全に
取り組みます

防波堤背後を活用した
アワビ・ウニ増殖場

地震・津波対策

↓

防波堤の拡幅等

高波対策

↓

防波堤の嵩上げ

消波ﾌﾞﾛｯｸの設置等

漁港から高台への避難

↓

津波避難誘導デッキ

避難路 等

漁業体験等の基地

としての有効活用

蓄養・増養殖場等

としての有効活用

２

⇒資料２－２ｐ３上段(生産基盤)

⇒資料２－２ｐ３上段(生産基盤)

⇒資料２－２ｐ３上段(生産基盤)

⇒資料２－２ｐ５中段(自然災害に強い)

⇒資料２－２ｐ５中段(自然災害に強い)

⇒資料２－２ｐ５上段(魅力あふれる)

⇒資料２－２ｐ５上段(魅力あふれる)

収益力の高い「食料・木材供給基地」に向けて、
⇒高収益を実現する生産基盤の整備に取り組みます

一人ひとりに合った暮らし方ができる漁村に向けて、
⇒災害に強い漁村づくりに取り組みます

一人ひとりに合った暮らし方ができる漁村に向けて、
⇒魅力あふれる漁村づくりに取り組みます


